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論　　説
ASEAN の設立と英米の世界戦略
―シンガポールに注目して―
児　玉　　　修
はじめに
　本稿の目的は，東南アジアにおける地域秩序形成の自立性を，東南
アジア諸国連合（ASEAN）の設立過程において再検証することにある。
換言すれば，本稿は，ASEAN の設立過程に対して，英米両大国の東南
アジアからの撤退及び対東南アジア政策が与えた影響を，シンガポール
の視点から分析する試みである。
　ASEAN の設立過程に対する関心のあり方は，ASEAN の発展，危機，
そして再活性化という状況を背景に変化している。ASEAN は，１９６７年
８月８日，いわゆるバンコク宣言によって設立された組織である。その
設立過程に言及した研究は，１９８０年代から発表され始めた。
　１９８０年代から１９９０年代半ばまで，先行研究は，その時代までの
ASEAN の発展を前提に議論を展開し，こうした有用な組織が如何なる
背景・要因で設立されたのかという点に注目していた。ASEAN 設立は，
例えばロジャー・アーヴィン（Roger Irvine）やマイケル・リーファー
（Michael Leifer）によれば，インドネシアが善隣外交へ政策転換したこ
とによって可能となった⑴。東南アジア諸国は，ASEAN 設立に至るまで，
⑴　Roger Irvin （１９８2） “The Formative Years of ASEAN: １９６７－１９７5”, Alison 
Broinowski, （ed.）, Understanding ASEAN, Macmillan. Michael Leifer （１９８９） ASEAN 
and Security of South-East Asia, Routledge. さらに山影進（１９９１）『ASEAN　シン
ボルからシステムへ』東京大学出版会。
法政論叢――第58・59合併号（2014）
2
（九五）
それぞれが紛争を抱えていた。特にインドネシアが行った「対決政策」
は，東南アジアに深刻な対立をもたらした。アーヴィンは，１９７０年代以
降の ASEAN の発展を好意的にとらえ，紛争が後を絶たなかった１９６０年
代の東南アジアに，そうした発展の契機となり，かつ域内に和解と協調
的雰囲気をもたらした ASEAN の設立を特に評価した。
　ところが，ASEAN の設立過程に対する評価は，ASEAN が１９９７年に
起きたアジア経済（通貨）危機に直面してその対応に手を拱いていると，
消極的なものとなった。例えば，ショーン・ナライン（Shaun Narine）は，
ASEAN 諸国には政策的見通しの不一致が設立過程から存在すると指摘
し，共産主義者の反乱という国家安全保障上の脅威が存在しなければ，
域内協力を進められなかったと指摘した⑵。黒柳米司は，こうした消極
的論調を「ASEAN 幻想論」と総括した⑶。つまり，この時期の ASEAN は，
決して十全な組織ではなく，むしろ2１世紀も東南アジアが一つにまとま
り続けるためには，その機構的拡充が不可欠と考えられていた。
　しかし，こうした消極論は，ASEAN が危機の際の不手際を反省しそ
の活動を再び活性化させると，次に示すように，ASEAN の設立過程を
肯定的にとらえる方向に逆転した。危機の後，ASEAN は，１９９７年に
ASEAN ＋３へと拡大し，しかも2０１5年までに ASEAN 共同体の設立を
目指している。こうした再活性化は，ASEAN 諸国の経済発展及びそれ
に伴う政治力の増大と軌を一にし，世界中の政財界から注目を集めてい
る。そして学術的にも，今日の ASEAN は，その発展が東アジア共同体
の設立可能性も含め今後の東アジアに如何なる影響を与えるのか⑷，そ
してその発展に際し例えばヨーロッパ連合（EU）のように法制度的に
⑵　ShaunNarine（2００2）Explaining ASEAN Regionalism in Southeast Asia,Lynne
RiennerPublishers.
⑶　黒柳米司（2００３）『ASEAN３5年の軌跡‘ASEANWay’の効用と限界』有進
堂１４８-１４９頁。
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極めて強固な組織であるわけではない ASEAN が自立的に地域秩序を形
成し得るのかという問題を提起している⑸。
　ASEAN の再活性化の文脈で，次の二つの研究は，ASEAN がその設
立当初から自立的に地域秩序を形成し得ていたことを示唆している。井
原伸浩は，ASEAN の設立交渉の中で，他の原加盟国が抱えるインド
ネシアに対する不信が解消されたプロセスを分析し⑹，対インドネシア
不安が解消された理由を三つ挙げる⑺。すなわち，①インドネシアがそ
の突出したパワーを抑えた，②インドネシアを含む全国家が特定の国
家や集団と緊張を招くようなパワーの行使を抑制した。そして③域外
国家の軍事プレゼンスを ASEAN 設立の協議の過程で否定しないこと
で，対インドネシア不安を解消したのであった。こうした井原の議論か
らは，ASEAN の設立が，インドネシアの政策転換を契機に自動的に行
われたわけでは決してなかったことが理解できる。つまり井原の研究は，
ASEAN 設立過程が，戦略的目標の一致を欠く中での差し当たっての協
調だったのではなく，むしろ域内協力を目標に地域が一体化するために，
⑷　高原明生は，東アジアの地域秩序に関して特集を組んだ『国際政治』第１5８
号の序論で，今後の東アジアの秩序に影響を与える問題の一つに，東アジアに
おける地域機構と地域制度の発展の如何を挙げる。ASEAN は，高原にとって，
そうした機構と制度の一つである。高原明生（2００９）「序論　東アジア秩序論
の諸問題」『国際政治』第１5８号４頁。
⑸　湯澤武は，ASEAN の設立過程に言及した研究ではないが，アジアの地域制
度の「制度的特質は，アジアの地域制度が規範的・契約的秩序の形成に必要な
実効的な国家間協力を規律するルールや連帯的秩序に不可欠な集団的アイデン
ティティを醸成し，手段的秩序の要素が色濃く残る現行の地域秩序を新たな形
態の秩序へ導くことがいかに困難であるかを示している」と指摘する。湯澤武
（2００９）「東アジアの多国間制度と地域秩序の展望　―現状維持装置としての
地域制度の役割―」『国際政治』第１5８号2１頁。
⑹　ASEANは，１９６７年８月８日に，インドネシア，マレーシア，フィリピン，
シンガポール，タイの五ヶ国によって設立された。
⑺　井原伸浩（2０１１）「ASEAN 設立過程再考―原加盟国の対インドネシア不信
に注目して―」『国際政治』第１６４号。
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それぞれの国家利害を調整するような秩序ないし規範を内包していたこ
とを示唆している。
　また，シマダ・カズヒサ（Kazuhisa Shimada）は，ASEAN・Wayと
いう ASEAN 独自の外交慣習が形成された歴史的プロセスを，ASEAN
の設立過程に即して明らかにした⑻。ASEAN・Way は，シマダによれば，
東南アジア諸国が数々の危機に直面する過程で形成されたものなのであ
り，しかもその端緒は，すでに１９６０年初頭から現われている。つまり，
シマダの議論は，ASEAN の設立過程が，同床異夢の中での差し当たっ
ての協調だったのではなく，より積極的に地域が自立性を確立しようと
した過程であったことを示唆している。
　井原やシマダの研究は，ASEAN 設立過程の自立性を解明したとい
う点で評価できる。しかし，彼らの議論は，インドネシアの政策転換
を ASEAN 設立の大前提としており，その点で先行研究との本質的な
差異がなく，ASEAN に対する考察が地域の枠組みを超えられていない。
ASEAN の設立過程を考察し，その地域秩序形成の自立性を再検証する
ならば，従来の研究ではあまり顧みられなかった「域外環境の変動」に
も注目すべきであろう。「域外環境の変動」とは，第一に，イギリス軍
のスエズ以東の撤退である。これは，イギリスに安全保障を依存してい
た国々にとって衝撃的な出来事であったはずだ。そして第二に，ベトナ
ム戦争とアメリカの対東南アジア政策というファクターも「域外環境の
変動」と理解できる。ベトナムでの激戦は，ASEAN 原加盟国にとって，
度外視し得ない問題であったはずだ。また，北ベトナムにおける共産主
義の活発化は，先行研究が指摘するように，国内の共産主義勢力の蜂起
という脅威に直結する問題であった。
⑻　Kazuhisa Shimada （2０１０） “‘Working Together’ for Peace and Prosperity of 
Southeast Asia, １９４5－１９６８: the Birth of the ASEAN WAY”, Doctoral Thesis of 
University of Adelaide.
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　もちろん先行研究が「域外環境の変動」をまったく無視してきたとい
うわけではない。しかし，それは，あくまで背景の一つとして指摘され
るのみである。「域外環境の変動」は，なぜ ASEAN 設立過程の分析で
重要視されてこなかったのか。思うに，それは，先行研究が ASEAN 設
立の中心メンバーであったタイ，マレーシア，フィリピン，そしてイン
ドネシアに関心を向けてきたからであろう。これらの国々に焦点を当て
れば，インドネシアの政策転換を契機に ASEAN 設立に進んでいったと
いう域内の事情に注目が集まるのも当然である。しかし，ここには五つ
目の原加盟国であるシンガポールが欠けている。確かにシンガポールは，
設立過程で主導的な地位にはなかった。だが ASEAN が上記五つの原加
盟国で構成されるものであるならば，シンガポールも加味しなければ的
確な評価が行えないのではないか。そしてシンガポールは，英米両国と
関係を持ち続けた国家であった。ゆえに筆者は，シンガポールを分析の
中心に挙げないことが，それと関係を持っていた英米両大国というファ
クターを副次的なものとしてしまった原因の一つと考えている。
　そこで本稿では，先行研究で等閑にされがちであった，英米両大国の
東南アジアからの撤退及び対東南アジア政策が，ASEAN の設立過程に
対し与えた影響を分析し，それに基づいて ASEAN 設立期における東南
アジアの自立性を再検証する。そして上記分析は，シンガポールの視点
から行う。シンガポールの視点から ASEAN の設立過程を分析すること
で，「域外環境の変動」がそこに与えた影響をはじめて分析し得る。後
に述べるように，シンガポールは，英米に対し安全保障を依存し得な
かったからこそ ASEAN へと接近したのであり，そして英米の世界戦略
は，ASEAN の設立を加速させる重大な要因となった。
　本稿は，以下のように議論を展開する。第１節では，シンガポールの
安全保障課題を解明し，同国が ASEAN へ接近した，あるいは，接近せ
ざるを得なかった事情を明らかにする。続いて第２節では，英米の撤退
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プロセスを分析する。ここで解明するのは，シンガポールが ASEAN 以
外で安全保障を達成し得なかったということだ。そして第３節では，撤
退の背後で行われていた英米の対東南アジア政策を分析する。ここでは
インドネシアに焦点が当てられる。シンガポールの視点で見た英米の撤
退という事態は，両国の対東南アジア政策という形でインドネシアに対
し影響を与えた。ゆえにインドネシアに注目することは意義深い。事実，
ASEAN の設立は，英米の国際戦略がインドネシアの政策転換を刺激し
たことで加速されたのである。
　本稿では，次の資料を用いて歴史の再構成を試みている。イギリス政
府文書として公刊史料の British Documents on End of Empire（BDEEP）
を使用し，アメリカのそれについては Foreign Relations of the United 
States（FRUS）を使用する。また，１９5７年から１９６７年までの期間のマレー
シア連邦とシンガポールに関わる各種文書を掲載した Malaysia & Singa-
pore in International Diplomacy（MSID）も使用する⑼。そして，その他の
一次資料としては，リー・クアンユー（Lee Kuan Yew）の回想録や演説
集を使用し⑽，その他の関係者の回想録も使用し，ASEAN の公式見解
も利用する⑾。
⑼　Peter Boyce （１９６８） Malaysia & Singapore in International Diplomacy, Sydney 
University Press.
⑽　Lee Kuan Yew （１９９８） The Singapore Story Memoirs of LEE KUAN YEW, Prentice 
Hall. Lee Kuan Yew （2０００） FROM THIRD WORLD TO FIRST SINGAPORE AND 
THE ASIAN ECONOMIC BOOM, Harper Business. 黄彬華・呉俊剛編（田中恭子訳）
（１９８８）『シンガポールの政治哲学（上）― リー・クアンユー首相演説集』勁
草書房。
⑾　“TheFoundingofASEAN”（http://www.aseansec.org/the-founding-of-asean/,last
accessedon４Dec.2０１３.）. これは，１９９2年の「ASEAN３０周年記念式典」で配
布された“ASEANat３０”という文書を参考に執筆されているが，それを入手
することは不可能である。“TheFoundationofASEAN”は，ASEAN 設立直前
の政治家らの見解が記された箇所が多々あるため，必要に応じて使用したい。
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　シンガポールの外交文書は入手できていない。シンガポールには国立
の公文書館が存在するが，どの程度の公開が進み，どのようにアクセス
できるのかは，本稿の研究中には明らかにならなかった。ゆえに，シン
ガポールの思惑は，リー・クアンユーや関係者の回想録，そして諸外国
の外交文書を通じてしか明らかにできない。さらに，上記公刊史料にお
いては，一つの事象に対し，一国の見解しか存在しない例がある。そう
した場合は，一方国の見解のみで歴史が再構成されてしまう。けれども，
例えば英米間のように，二国間で共通の出来事については，できるだけ
共通のテーマの外交文書を対照することで，当時に交わされた議論を正
確に再現するよう努めた。また，回想録は，政治家本人の回顧である点
で最も真相に近い記録ではあるが，「回顧」であるため成功例が後付け
の理由で語られることがあり得る。そういった場合には，歴史が本来の
事実とは違った形で再現されてしまう虞があるだろう。
第１節：シンガポールの安全保障課題
第１項：イギリスからの独立
　シンガポールは，１９６３年９月１６日，同時に成立したマレーシアに一つ
の州として統合される形で，イギリスの植民地体制から独立した。シン
ガポール及びその指導者であったリー・クアンユーは，１９5０年代から独
立に向けた行動をとっていて，シンガポール島単独での独立が不可能で
あると考えていた。それは，「ミニ島嶼国家」というシンガポールの性
質に起因する。第一に，シンガポールは，伝統的に中継貿易に依存して
いて，国家の発展のために工業化を必要とし，そしてそのためにマラヤ
という市場と天然資源の供給源を不可欠としていた。そして第二に，シ
ンガポール島内部の共産主義勢力の拡大を抑えるためには，マラヤとイ
ギリスの力が必要と考えられていた⑿。
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　ところが，マラヤ連邦首相のトゥンク・アブドゥル・ラーマン（Tunku 
Abdul Rahman）は，統合に消極的であった。なぜならば彼は，華人が
人口の大多数を占めるシンガポールをマレーシアに入れることで，マ
レーシア内の華人人口とマレー人人口の均衡が崩壊し，マレーシア国内
の安定が脅かされると考えたからだ⒀。彼は，１９６０年５月，ロンドンで
マレー人の学生に対し次のように語った。すなわち，「シンガポールの
政治的な考え方は，まるで民族構成のように，（マラヤ）連邦のそれと
著しく異なっている。シンガポールの１３０万人の華人が連邦へ流入する
ことは，マレー人を混乱させ，穏やかな雰囲気を破壊するだろう。多く
の華語教育者と新たな移民は，いつも中国に忠誠心を向けていてマレー
に関心が無いのである」（括弧内は筆者）と⒁。また，ラーマンは，当
時イギリスの首相であったマクミラン（Harold Macmillan）に対しても
懸念を表明している。すなわち，「あなたもご存じのように，シンガポー
ルと連邦の統合は，新しい問題というわけではありません。人口に膾炙
した表現を用いるなら『合併』（merger）という名の，シンガポールの
独立が議論されてきました。しかし，私は，これに抵抗があります。な
ぜなら，私は，中国に対する華人の愛国心に立脚したシンガポールの政
治が，連邦の均衡のとれた政治を覆し，人民の平和と調和を破壊するこ
とを恐れるからです」と⒂。
　イギリスは，東南アジアにあった自国の植民地を第二次世界大戦の後
に独立させるとしても，自国の権益を保持すること，そして西側の一大
⑿　田村慶子（2０００）『シンガポールの国家建設　ナショナリズム，エスニシティ，
ジェンダー』明石書店９2頁。
⒀　Lee （１９９８） op. cit., p. ３６2.
⒁　Ibid, p. ３６2.
⒂　Letter from Thunk Abdul Rahman to Mr. Macmillan, １１ August １９６１, PREM １１ １１/
３４１８, BDEEP, B－８, No. 5３.
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国として東南アジアにおける共産主義の拡大を封じ込めることを目標と
していた。これが第二次世界大戦の終結から労働党政権がイギリス軍の
撤退を決意するまでの期間のイギリスの基本方針であった。しかし，戦
後のイギリスは経済難に直面し，東南アジアで権益を保持し続けること
が困難であった。１９６０年１０月１2日，その後の東南アジアの展望を考察し
た政府の委員会の文書は，そうしたイギリスの困難を物語っている。す
なわち，「ポンド危機（sterling crises）は支出の強制的な削減を必要とす
るであろうし，世界の何れかの地域における戦争は東アジア駐留軍の早
急な撤退を必要とするだろう。（中略）現在の（我が国の）経済状態及
び人的な観点から考えると，これ以上の如何なる（支出の）増大も正当
化できない。（中略）以上の理由ゆえに，もし東南アジア地域の防衛に
おいて歳出削減が不可避であるとしたら，我々が衰退を避けられるのは，
SEATO において想定されるような陸上戦を回避した場合のみである」
（括弧内は筆者）と⒃。東南アジアの防衛は，経済的苦境にあったイギ
リスにとって，後の労働党政権によって行われたイギリス軍のスエズ以
東の撤退を待つまでもなく重荷であった。
　それゆえにイギリスは，シンガポールがマラヤへの統合を望むよう
に，シンガポールを含む形でのマレーシア成立を望んでいた。東南アジ
アに赴任していたイギリスの高官らは，１９６０年１０月25日，本国政府に対
し，マラヤ連邦にシンガポールとボルネオ領を統合して独立させること
を認めるように勧告した⒄。すなわち，「我々の最初の勧告として，女
王陛下の政府は，その究極的目標として，マラヤ，シンガポール，そし
⒃　Gistof reportby theCommitteeon theFutureDevelopments inSEAsia,
circulated to theCabinetDefenceCommitteebySirN.Brook,１2October.１９６０,
CAB１３１/2４,D（６０）5０,BDEEP,B－８,No.2９.
⒄　Dispatch from Lord Serkirk to Mr. Macleod reporting his personal views following 
high-level discussions in Kuching, 25 October. １９６０, CO １０３０/９７７, no ７5, BDEEP, B-
８, No. ３０.
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てボルネオ諸領の政治的連合（political association）を発展させるべきで
ある。それらは連合を通じて，周辺諸国及び共産中国からの侵略に対抗
できるからである。（中略）我々は，そのような広範な政治的連合が（中
略）三者の地域に安全保障，経済，そして福祉の面で役立つばかりでなく，
イギリスにとって不可欠な防衛上の利益をもたらすと考える」と⒅。経
済的苦境にあったイギリスは，こうした政治的連合案（＝マレーシア）
で，自国の東南アジアにおける権益を維持しようと考えた。
　１９６１年１月３０日，東南アジアのイギリスの植民地政府高官，駐在して
いた大使，イギリス外務省，コモンウェルス関係省の職員が集まり会議
が開かれた。そこでリー・クアンユーは，東南アジア統督とシンガポー
ル総督を兼務するセルカーク伯爵（Earl of Selkirk）と会談し，また当時
コモンウェルス関係省の大臣であったダンカン・サンデイズ（Duncan 
Sundays）とも会談した⒆。
　そしてシンガポールは，イギリスから外交的支援を得て，マラヤ連邦
への統合に乗り出した。その支援は，二つのルートを通じて行われた。
一つ目は，ラーマンの側近を通じた説得である。駐クアラルンプル高
等弁務官のトーリー（Sir Geofroy Tory）は，現地のイギリス人高官から，
マラヤ連邦の副首相兼国防大臣であるラザク（Tun Razak）がシンガポー
ルの統合に好意的であることを知った⒇。そしてその高官は，最終的に
はラザクを説得できると考えた。トーリーからの報告を聞き，セルカー
⒅　Ibid.
⒆　DispatchfromLordSerkirktoMr.Macleodfollowinguphisdispatchof25Oct
andurgingagovernmentstatementpolicyoncloserassociation,３０January１９６１,
CO１０３０/９７８,no１１９,BDEEP,B-８,No.３2.
⒇　AnnexBtodispatchfromLordSerkirktoMr.Macleodfollowinguphisdispatch
of 25Octandurgingagovernment statementpolicyoncloserassociation, ３０
January１９６１,CO１０３０/９７８,no１１９,BDEEP,B-８,No.３2.
　Ibid.
ASEANの設立と英米の世界戦略――児玉
11
（八六）
クは，リ ・ークアンユーに対して統合案を書いた論文を書くように勧め，
それは１９６１年５月に完成した。イギリスは，ラザクの様子を知らせた上
記高官の支援を得て，ラザクに対して積極的に働きかけていった。
　もう一方は，コモンウェルス関係省大臣のサンデイズが直接ラーマン
を説得するルートである。リー・クアンユーとサンデイズは，上記１９６１
年１月の会議の際に会談した。リー・クアンユーは，サンデイズに対し，
１９６３年までに統合が達成されず，シンガポール単独での独立となれば，
シンガポールの共産化を招くと警告した。西側の一大国として，東南
アジアの防衛を担っていたイギリスとしては，これは容認できない事実
であった。サンデイズは，シンガポール共産化の懸念をラーマンに伝え
た。セルカークの報告によれば，サンデイズとラーマンの会談は滞りな
く行われた。
　ラーマンは以上二つのルートで説得され，事態はシンガポールの統合
容認へと進んでいった。ラーマンは，１９６１年５月2７日に統合容認の見解
を発表し，１９６１年１０月１６日にはマラヤ連邦の議会でシンガポールとの統
合が必要であると答弁した。そして１９６2年８月１日には，マラヤ連邦
とイギリスの間で，マレーシア形成についての合意文書が取り交わされ
た。
　Lee （１９９８） op. cit., p. ３６４.
　Ibid,p.３６４.
　Ibid,p.３６４.
　Ibid,p.３６４.
　MergerProposal:StatementbyThunkAbdulRahman,１６October１９６１,MSID,
pp.１０-１2.
　AgreementbytheBritishandMalayanGovernment,１August１９６2,MSID,pp.
１４－１5.
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第２項：マレーシアからの「放逐」及び周辺環境の緊迫
　望むべき統合であったはずが，シンガポールは，対外的にも国内的に
も困難に直面した。この統合は，東南アジア地域に対立をもたらした。
第一に，ボルネオ島北部のサバ地域に対してフィリピンがその領有権を
主張し，マレーシアとフィリピンの間で対立が生じた。そして第二に，
当時のインドネシア大統領スカルノ（Achmed Sukarno）は，イギリスの
旧植民地がマレーシアへと再統合されていった背後にイギリスの帝国主
義があると非難して「マレーシア粉砕」を主張した。いわゆる「対決政
策」の開始である。
　シンガポールは，同時に，連邦政府との対立にも直面した。シンガポー
ル州政府とマレーシア連邦政府の間の対立は，経済政策をめぐる温度差
に起因していた。シンガポールは，工業化とその市場を目論んでマレー
シアへの統合に臨んだ。しかし，実際にはシンガポール島とマレー半島
部の間の経済格差は著しく，マレーシア連邦政府は農村地域の開発を優
先した。そこでシンガポールは，自分たちの意見が聞き入れられないの
が連邦政府に代表が存在しないためだと考え，中央政府への参加を目指
した。しかしマレー人，華人，インド人の均衡の上に成り立つ連邦政府
は，こうした行為を政府の安定を破壊する行為と受け取った。そしてこ
うした経済政治面での対立は民族対立に転化した。
　マレーシアは，伝統的にマレー人優位の社会であった。中国系やイン
ド系の人々は，移民の外国人という扱いを受けていた。他方で，シンガ
ポール特にリー・クアンユーは，ある土地に住む者が民族・使用言語の
如何を問わず平等に扱われるべきという思想の持ち主であった。
　連邦政府とシンガポールの間の社会観の違いは，政治対立の道具に転
　岩崎育夫（2０１３）『物語　シンガポールの歴史　エリート開発主義国家の2００
年』中央公論社８１ 頁。
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化した。マレーシア連邦政府が唱える「マレー人優位のマレーシア」と
リー・クアンユーらシンガポールが信条とする「マレーシア人のマレー
シア」という民族をめぐる争いへと発展した。１９６４年７月と９月には，
マレー人の祭りの際に，華人とマレー人の間で死者を出すほどの騒動が
シンガポールで発生した。マレーシア連邦のラーマン首相は，マレー
シア国家が分裂に至らないうちに，頭痛の種であったシンガポールをマ
レーシアから放逐する形で独立させた。統合を通じての独立は，わず
か２年で頓挫してしまった。１９６5年８月９日，シンガポールは二回目の
しかも単独での独立を果たすことになるが，それはマレーシアから追い
出される形での不本意な独立であった。
　シンガポールという小さな島国が独立国として生存する見通しは厳し
かった。当時のシンガポールは，何らの後背地も産業も有しないことに
加えて，人口も少なかった。そしてシンガポールは，その食糧と飲料水
をマレーシアに依存していたし，国土埋め立て用の砂をインドネシア
に頼っていた。このようにシンガポールは国家として自立しがたい状
況にあった。
　上記のようにシンガポールは，マレーシアからの放逐の過程で，後者
との関係を悪化させた。スカルノ体制下のインドネシアは，マレーシア
への「対決政策」を続け，シンガポールへの禁輸措置を取っていた。確
かにスカルノは，１９６5年のシンガポールの分離を歓迎し，マレーシア
　岩崎育夫（１９９６）『リー・クアンユー　―西洋とアジアのはざまで　現代ア
ジアの肖像１5』岩波書店７０ 頁。
　議会でシンガポールの分離を説明するラーマンの演説は，Separation
AnnouncementbyMalaysianPrimeMinister,９August１９６5,MSID,pp.2７-３１。
　現在でも依存している。シンガポールの水の管理については，Cicilia 
Tortajada （2００６） “Water Management in Singapore”, Water Resource Development, 
Vol.22 No. ２, pp. 22７-2４０。
　岩崎前掲書（2０１３）１０９ 頁。
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を作ったイギリスの帝国主義的政策を皮肉った。しかし，禁輸措置は，
シンガポールがマレーシアから放逐された後も解除されなかった。華人
が大多数を占めるシンガポールは，敵対的なマレー系の国家に挟まれる
格好となった。
　シンガポールは，国家の生存のために新たな戦略を模索しなければな
らなかった。複数の懸念を抱えたリ ・ークアンユーは，この時代を「我々
は，生きる術を模索しなければならなかった。それは，投資家らの資金
をシンガポールの工場（manufacturing plants）や他のビジネスに投資せ
しめるための術である」と回想している。
　そこで目標の一つとなったのは工業製品の輸出による経済発展であ
る。シンガポールは，伝統的に中継貿易に頼ってきた。それは，シン
ガポール島に何らの天然資源も産出しないためであった。しかしそうし
た産業は雇用創出力に限界がある。ゆえに，マレーシア時代には工業化
を目指しその生産品をマラヤという市場に出荷しようという戦略がとら
れていた。けれども，その戦略は，不本意な独立によって頓挫した。人
口の絶対数が限られたシンガポールは，市場として極めて小規模である。
そこで市場を世界に求めた。だが，当時のシンガポールには，世界を相
手に競争できる企業はなかった。シンガポールは，外資を誘致すること
で工場を設置し，その工業製品の輸出で経済を発展させようとした。外
資の誘致は，シンガポールの周辺環境の安定を不可欠とした。
　だが，シンガポールの周辺環境は不安定であった。シンガポールにとっ
て依存度の高いマレーシア，インドネシアという二つの隣国は，依存の
対象であると同時に国家安全保障上の脅威でもあった。ゆえに信頼関係
　SingaporeSeparation:Statementby IndonesianPresident, １７ August １９６5, 
MSID, pp. １０5-１０６.
　Lee（2０００）op. cit.,p.４７.
　経済政策に関しては，岩崎前掲書（１９９６）８６-９６ 頁。
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の構築は，近隣諸国の間で些細な感情的齟齬が国家間対立，延いては紛
争へと発展しないために必要とされた。すなわち，周辺国からの認知と
域内の和解による地域の安定がシンガポールにとって重大な安全保障目
標の一つとなった。域内協力への参加は，それらの目標を達成する重要
な手段であり得た。
　けれども，域内協力を望んだとしても，それぞれの国家が二国家間対
立を抱えていた当時の東南アジアでは，それを直ちには得られなかった。
ゆえにシンガポールは，当面単独で，自国の防衛と周辺環境の安定を図
らねばならなかった。ところが，シンガポールは，安全保障上極めて脆
弱な国家であった。ゆえに大国のプレゼンスを必要とした。シンガポー
ルの指導者らは，大国のプレゼンスが人々に安心感（sense of security）
を与え，シンガポールへの経済投資を招来すると考えていた。また国家
安全保障上の安心感は，実際に紛争が起きた時も大国の安全保障が存在
すればさらに高まるのであった。そうした依存すべき大国とは，かつて
の宗主国イギリスであった。
第２節：英米両大国の撤退
第１項：イギリス軍の撤退から五ヶ国防衛協定へ
　イギリスは，その軍隊がシンガポールの独立以前から東南アジアに駐
留し，同国の安全を保障する大国であった。１９６４年１０月にイギリスでは
政権交代があり，新たに労働党政権が誕生した。１９６４年１０月１６日，ウィ
ルソン首相（James Wilson），ブラウン経済担当大臣（GeorgeBrown）
そしてキャラハン財務大臣（Leonard Callaghan）の間で行われた会議で
は，国際収支における深刻な財政赤字が指摘された。１９６４年１１月2１日
に行われた閣僚による会議は，こうした経済状況ゆえに，核抑止力の維
持と NATOへの貢献，そして海外へのコミットメントを同時に維持で
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きないと結論づけた。そしてさらなる議論は，同盟国（特にアメリカ）
の意向を待つことになった。
　１９６5年５月１４日，ウィルソンは，アメリカのラスク国務長官（Dean 
Rusk）と会談した。その席でウィルソンは，イギリスが国防政策の見
直しの最中であることを伝えた。ラスクは，アメリカとしては世界の
問題に介入する唯一の国にはなりたくないし，イギリスには世界大に責
務を果たしてほしいと述べた。アメリカは，イギリスの国防政策の見
直しに際し，単独では国際的な責務を果たすつもりがなかった。
　１９６5年１１月８日，イギリス政府の内閣防衛・対外政策委員会で，イギ
リスの国防政策の見直しが再度議論された。イギリスは，国防費の支出
を抑制するために，国防予算の制限を計画していた。その委員会では，「も
し大部分の倹約が軍の海外展開の縮小によらなければならないとしたら，
物質的な削減は，一つか複数の地域において行われなければならないこ
とは明らか」であるとし，その地域の一つに極東地域（東南アジアを含
む）が挙がった。東南アジアにおけるイギリスの懸案事項は，インド
ネシアによる「対決政策」であった。その委員会は，イギリスの目標が，
可能な限り直ちにこれを終局に導くことと指摘した。なぜならば，イ
ギリスは，この紛争への関与を，経済的な利権と比べて著しく均衡を失
　Minute by Sir W Armstrong （Treasury） in preparation for a meeting between Mr. 
Wilson, Mr. Brown and Mr. Callaghan, １６ October １９６４, PREM １３/３2, ff １5０-１5３, 
BDEEP, A-5-１, No. １.
　Minutesof ameetingofministers, service chiefs and seniorofficials, 2１ 
November１９６４,CAB１３０/2１３,MISC １７/１,BDEEP,A-5-１,No.３.
　MemorandumofConversation,１４May１９６5,FRUS１９６４-１９６８,Vol.１2,pp.４８８-
４８９.
　Ibid.
　ReporttoministersbyanOfficialCommitteeoftheCabinetDefenceandOversea
PolicyCommittee,８November１９６5,CAB,１３０/2１３,MISC１７/４,BDEEP,A-5-１,
No.６.
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するものと考えていたからである。イギリスは，国防費の削減が撤退
でしか実現できないものと考えていた。当時，極東における西側諸国
の第一位の目標は，政治的にも軍事的にも，共産中国の拡大を封じ込め，
地域を安定させることにあるとされたが，イギリスは，それが直接に関
心のある国々（アメリカ，オーストラリア，ニュージーランド）によっ
てなされるべきであると考えていた。ゆえに，イギリスの目標は，イ
ンドネシアとの紛争を早急に解決し，友好国との関係を損なわないよう
に東南アジアから撤退することにあった。
　１９６６年１月2７日，ワシントンで英米両国の外務，国防担当の閣僚がイ
ギリスの国防政策の見直しについて議論した。スチュワート英外相（Mi-
chael Stewart）は，関係閣僚が暫定的ではあるがすでに結論に至ってい
ることを伝え，同盟国との議論の後に閣議決定する旨を伝えた。そし
てインド・太平洋地域については，インドネシアの「対決政策」がカギ
を握っていると伝えた。そして彼は，イギリス及び東南アジアの友好
国とインドネシアとの間の関係改善を，アメリカに外交的に支援してほ
しいと述べた。一方ラスクは，アメリカが世界大国としての孤立を好
まず，また東南アジアにおいて単独では活動したくないため，イギリ
　ReporttoministersbyanOfficialCommitteeoftheCabinetDefenceandOversea
PolicyCommittee,８November１９６5,CAB,１３０/2１３,MISC１７/４,BDEEP,A-5-
１,No.６
　Ibid.
　Ibid.
　Ibid.
　MemorandumofConversation,2７January１９６６,FRUS１９６４-１９６８,Vol.１2,pp.
5１６-52８.
　Ibid.
　MemorandumofConversation,2７January１９６６,FRUS１９６４-１９６８,Vol.１2,pp.
5１６-52８.
　Ibid.
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スに世界的役割を維持してほしいと伝えた。
　こうした英米両国の政治家の応酬から，イギリスは，アメリカに対し
インドネシアとの関係改善の支援を要求し，以て東南アジアからの撤退
を目論んだことが理解できる。他方で，アメリカは，イギリスに対して
東南アジアに留まってともに活動することを望んでおり，イギリスの負
担がインドネシアの「対決政策」であったことを認識していたことが窺
える。つまり，ここに両国の共通の関心事項としてインドネシアの問題
が浮上した。
　シンガポールの防衛は，先に述べたように，イギリスに頼るところが
大きかった。リー・クアンユーは，シンガポールが国外からの投資を得
ず，また貿易を活発に行わなくとも，イギリス軍が駐留することで人々
に安心感を与え，基地の存在がシンガポールに雇用を生むと考えてい
た。しかし，シンガポールは，最終的にイギリスを東南アジアに留め
置くことができなかった。
　１９６６年４月25日，イギリスを訪れたリー・クアンユーは，ウィルソン
に対し，イギリス軍の撤退についての懸念を伝えた。ところが，１９６5年
の夏に，アメリカがイギリス軍のスエズ以東の撤退を避けるために財政
支援を施し，そしてイギリスがポンドの切り下げを行ったにもかかわら
ず，イギリスの経済状態は一向に回復しなかった。ゆえにイギリスの
国防政策の見直しは変更されなかった。
　１９６６年７月５日，イギリスのスチュワートは，国防政策見直しを伝え
るために東南アジアを歴訪した。スチュワートは，リー・クアンユーに
　Ibid.
　Lee（2０００）op.cit.,p.３１.
　DavidReynolds（2０００）Britannia Overruled : British Policy and World Power in 
the Twentieth Century,２nded.Longman,p.2１４.
　Lee（2０００）op. cit., p. ３5.
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対し，シンガポールとマレーシアの軍備を「対決政策」が無い状態まで
引き下げると伝えた。逆にリー・クアンユーは，イギリス軍撤退後に，
インドネシアがボルネオ諸領を併合し延いてはシンガポールまで侵略す
るのではないかという不安をスチュワートに対して表した。「対決政
策」は，この時点ですでに停止されていた。しかし，インドネシアに対
する不信は，シンガポールに未だに根強く残っていた。
　ところが，イギリスの経済状態はさらに悪化していった。１９６６年の秋
から１９６７年の春にかけて，さらなる歳出削減が必要となった。イギリス
の国防大臣ヒーリー（Denis Healey）は，１９６７年４月に再度シンガポー
ルを訪れ，イギリス軍が１９７０年代後半までにアジア大陸部から撤退する
と明言した。彼は，撤退を決めた理由が政治的ではなく経済的なもの
であると説明し，それゆえに変更が容易ではないと告げた。また，撤
退の背景には，イギリス軍がベトナム戦争に巻き込まれたくないという
思惑もあった。
　そして，１９６７年７月１８日，スエズ以東からの撤退を盛り込んだイギリ
スの国防白書が公開された。イギリス軍は，それによると，１９７１年まで
にシンガポールとマレーシアに駐留する部隊を半分に削減し，７０年代中
ごろまでに完全撤退することを予定していた。
　１９６８年１月，リー・クアンユーは，再びイギリスの労働党政権の幹部
と会談した。彼は，その会談で「（イギリス軍の撤退という）イギリス
　MinutesofCabinetDefense andOverseaPolicyCommitteemeetingonMr.
Stewart’svisittoexplainBritishdefensePolicyinSouth-EastAsia,５July１９６６,
CAB１４８/25, OPD３１（６６）２,BDEEP,A-5-１,No.１９.
　Lee（2０００）op.cit.,p. ３5.
　Ibid,p.３5.
　Ibid,p.３5.
　永野隆行（2００３）「東南アジア国際関係の変容とオーストラリア　オースト
ラリアにとっての英米軍事プレゼンス」『国際政治』第１３４ 号９３ 頁。
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政府の決断は，シンガポールにとって死活問題である。もはやイギリス
軍の撤退に伴う（減収という）経済問題など関心事ではない。シンガポー
ルは，アジアで最も高い一人あたりの収入を得ている。そしてシンガポー
ルの繁栄は，安全の保障が得られる限り存続するだろう。今日では，イ
ンドネシアに対するアメリカの援助物資の買い付けはシンガポールで行
われているし，加えて南ベトナムに対しても物品を提供している。シン
ガポールは，これらから利益を得ている。そしてまた，香港から巨額の
資本流入がある。だが，しかし，もしイギリス政府がその軍隊を１９７１年
３月３１日までに撤退させるつもりであると公言するならば，香港から流
入する資本がカナダやオーストラリアなどの平和な国々へそれてしまい，
企業家もシンガポールから引き揚げてしまうであろう」（括弧内は筆者）
と訴えた。すなわち，シンガポールの関心は，イギリス軍の基地の撤
収によって雇用が失われることよりも，撤退によって不安が広がり，投
資意欲を委縮させ，シンガポールの経済が縮小することにあった。
　しかし，最終的に，ウィルソンは「イギリスがシンガポールにおける
信頼を維持する必要性は認めるが，（防衛に）関心のあるコモンウェル
ス諸国によって構成される，より広範な地域的防衛協定なしに，イギリ
スは，シンガポールに対し恒久的な安全保障を供給できない」（括弧内
は筆者）とのみ返答した。１９６８年１月１5日，ヒーリー国防相は，イギ
リスの下院で，最終的に１９７１年１2月までにスエズ以東からイギリス軍が
撤退することを明らかにした。
　イギリスは，撤退によって生じ得る力の真空を満たすために，イギリス，
オーストラリア，ニュージーランド，マレーシア，シンガポールで構成
　Recordof ameetingbetweenMr.Wilson andMr.LeeKuanYewon the
implicationsforSingaporeofBritain’sdefensecuts,１４January１９６８, PREM１３/
2０８１,SMV（６８）１,BDEEP,A-5-１,No.１０９.
　Lee（2０００）op.cit.,p.４2.
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される「五ヶ国防衛協定」（FPDA）を提案した。これは，有事の際に五ヶ
国が早急に協議することを約したもので，インドネシアを仮想敵国と措
定していた。
　この防衛協定が成立するか否かは，マレーシアにかかっていた。それ
は，主にマレーシアに対するオーストラリアの懸念であった。オースト
ラリアは，１９６９年５月にクアラルンプルで民族間の暴動が起きた際，マ
レーシア政府の解決能力をまったく信用しておらず，またシンガポール
がマレーシアの民族問題にやがて巻き込まれると考えていた。ゆえに
オーストラリアは，マレーシアと如何なる防衛協定も結びたくはなかっ
た。つまり，オーストラリアは，イギリスが負担していたマレーシアと
シンガポール防衛の責任を引き継ぎたくはなかった。オーストラリア
のゴートン首相（JohnGordon）は，東南アジアに駐留する「豪軍の役
割を限定し，同軍が域内の予測不可能，制御不能の事態に巻き込まれる
ことを防ごうと」していた。
　そこでリー・クアンユーは，マレーシアのラザクと話し合い，彼の支
援を決心した。リー・クアンユーは，FPDA の司令官がマレーシアとシ
ンガポールに対してのみではなく五カ国すべての代表の監督下にあるべ
きだという，ラザクの計画を支援した。五カ国すべての代表の監督下
にあるということは，それぞれの国が拒否権を有するということであろ
う。また，この防衛協定は，直接軍事行動に結びつくものではなかっ
た。有事の際に「早急に協議する」（immediately consult）ものであるから，
なおさらオーストラリアには受け入れやすいものとなったのであろう。
　Ibid,pp.４４-４７.
　Ibid,p.４5.
　Ibid,pp.４5-４６.
　永野前掲論文（2００３）９８ 頁。
　Lee（2０００）op.cit.,p.４６.
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オーストラリアのゴードン・フリース対外政策大臣（Gordon Freeth）は，
もしマレーシアが攻撃されれば，オーストラリア軍がマレーシアの西に
も東にも展開できると明言した。
　最終的にイギリスは，１９７０年７月22日，内閣防衛・対外政策委員会
で，かつてマラヤとイギリスの間で結ばれたアングロ・マラヤ防衛協定
を，FPDAに置き換えると決定し，FPDA への参加の意向を表明した。
しかし，それは，かつてのようにイギリスが指導的役割を担うのではな
く，あくまでも平等なパートナーとしての参加であった。正式な FPDA
への移行は，１９７１年１０月３１日のことである。
　リー・クアンユーは，この時の認識をこう述べている。「（大国に）裏
書きされた安全保障の古い時代は終わった。これからは自国の安全保障
に自国が責任を持たなければならない」（括弧内は筆者）と。イスラ
エルの軍事顧問が７5年までシンガポールに滞在したことは，こう言った
心情の証左であろう。シンガポールは，イスラエルをモデルに軍を組織
しようと考えていた。それは，アラブ諸国に囲まれているイスラエルの
状況が，マレー系の国家に囲まれている華人の国家というシンガポール
の状況に類似していると考えていたからであった。
　しかし，シンガポールのような国家が軍事的強靭さを求めたとしても
限界があるはずだ。大国の積極的な関与が得られず，単独での防衛力が
十分でないとしたら，やはり地域の安定的環境が重要となる。大国の保
障を求められない状況は，シンガポールを域内協力へ傾倒させる大きな
要因となった。
　Ibid,p.４６.
　CabinetDefenseandOverseaPolicyCommitteeminuteson the replacementof
theAnglo-Malaysiandefenseagreementbyafive-poweragreement,22 July１９７０,
FCO2４/８４３,DOP４（７０）１,BDEEP,A-5-１, No. １１４.
　Lee（2０００）op.cit.,p. ４７.
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第２項：アメリカのプレゼンス減少とベトナム戦争
　アメリカは，前項の分析から理解できるように，世界の問題に単独で
介入するつもりがなかった。しかもベトナム戦争で疲弊し，イギリスが
それに参戦する見込みもなかった。ゆえにアメリカは，後にグアム・ド
クトリンに結実する，東南アジアにおけるプレゼンスの削減を行った。
　１９６5年５月，リー・クアンユーは，シンガポールがまだマレーシア領
であった頃，インドのボンベイで開催された「アジア社会主義政治指導
者会議」（Asian Socialist Leader’s Conference）に出席した。その時のスピー
チで，彼は，アジア人としては南ベトナム人の自決権を尊重するし，社
会民主主義者としては共産主義者の武力による圧迫を退ける権利を南ベ
トナム人に認めたい旨の発言をした。そこで彼は，アメリカがベトナ
ムで戦闘し時間を稼いでくれている間に，自分が所属する社会に蔓延す
る貧困，失業，そして社会的不平等を解決すべきだと強調した。
　アメリカ国務次官補のウィリアム・バンディ（William Bundy）は，
このスピーチ原稿を読み，１９６６年３月，リー・クアンユーと初めて会談
した。その会談で，バンディは，アメリカがこれ以上東アジアに積極的
に関わるつもりはないし，むしろ東アジアの他の国において（アメリカ
がベトナムのような事態に）巻き込まれることを懸念していると告げ
た。そして彼は，アメリカも，イギリス軍に今後とも東南アジアに留
まることを望んでいるとリー・クアンユーに伝えた。
　シンガポールは，アメリカに対するベトナム戦争への支援のポーズと
して，ベトナムに展開するアメリカ軍が休暇でシンガポールを訪れるこ
とを認めた。その合意は，１９６６年初頭に交わされた。来訪者の第一陣が
１９６６年３月にシンガポールに到着している。その効果は，バンディと
　Ibid,p.４52.
　Ibid,p.４5３.
　Ibid,p.４5３.
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の会談を踏まえれば，ポーズとしての効果が小さかったと考えられよう。
　１９６７年４月，翌年に大統領選挙をひかえていたニクソン（Richard
Nixon）は，当時東南アジア歴訪の最中にあった。その最中，ニクソン
とリー・クアンユーは，シンガポールで会談している。話題は，リー・
クアンユーの回想によれば，専ら中国に関するものであった。このこと
から，すでにリー・クアンユーは，アメリカの関心が東南アジアから遠
のきつつあることを感じていたと考えるのが妥当であろう。
　１９６７年７月，リー・クアンユーは，バンディから公式に訪米を提案さ
れた。シンガポール外相のラジャラトナム（Sinnathamby Rajaratnam）
は，これを不快に思った。なぜならば，イギリス軍の撤退を予定した国
防白書が公開された直後にアメリカを訪れては，シンガポールが防衛上
の問題について神経質（nervous）になっていると対外的に受け取られ
かねないからだ。しかし，リー・クアンユーは，訪米を決定した。ア
メリカは，リー・クアンユーの訪米の意図を，アメリカにイギリスの代
替を求めるためだと理解していた。例えば，事前の検討でラスク国務長
官は，ジョンソン大統領（Lyndon Johnson）に対し，リー・クアンユー
の訪米の目的を次のように分析した。すなわち，リー・クアンユー
は，アメリカ軍がシンガポールの施設を使用することを望むと公言して
おり，会談でも私的に大統領に対しそれを望むはずであると。そしてア
メリカはそれを真摯に検討しており，その点はマクナマラ長官（Robert 
McNamara）と話してほしいと伝えるだけでよいと，国務省として大統
領に勧告した。１９６７年１０月，リー・クアンユーは，初めての訪米を行っ
た際にマクナマラと実際に会談したが，その可能性を検討するという返
　Ibid,p.４６１.
　Ibid,p.４5４.
　MemorandumFromSecretaryofStateRusk toPresident Johnson, １３October
１９６７,FRUS,１９６４-１９６８, Vol.2６, pp.６2９-６３３.
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事しかもらえていない。アメリカもシンガポールに駐留する気はなかっ
たといえる。
　ASEAN 設立後も，そうした見解に変化がない。ラスクは，ASEAN
がインドネシアとその隣国間の問題を解消するものになり得るという見
解をジョンソンに伝えている。そして駐シンガポール米大使ガルブレ
イス（Francis Galbraith）から本省に宛てられた電文では，シンガポール
は，ASEAN という域内協力を，短期的な視点では経済的・軍事的な利
益は見込めないが，長期的な視点でその最も重要な安全保障の方策と位
置付けているという見解が述べられた。つまり，ラスクの見解からは
アメリカが ASEAN を有効なものとして捉えていたことが理解できるし，
ガルブレイスの意見からはシンガポールが ASEAN を安全保障の拠り所
としていった姿勢が理解できる。
　ここまで分析してきたことは，英米両国によるベトナム戦争の扱いで
あった。一方でアメリカは単独での戦争継続を躊躇し，他方でイギリス
は参戦する気さえなかった。そこで次に，東南アジア非共産主義諸国の
政治指導者らがこの戦争を如何に見ていたのかを解明したい。その手掛
かりは，リー・クアンユーの回想である。少し長いが引用しよう。
　彼は，ベトナム戦争を次のように捉えていた。「確かにアメリカのベ
トナムへの介入は失敗だった。しかし，それは，ベトナム以外の東南ア
ジア諸国に時間を与えた。１９６5年当時，すなわちアメリカ軍が南ベトナ
ムへ向かっていた時，タイ，マレーシアそしてフィリピンは，国内の武
装した共産主義者の蜂起におびえていた。そして地下に潜った共産主義
者はシンガポールではまだ活発に活動していた。インドネシアは，共産
主義者の失敗した反乱の中で，宣戦のないままシンガポールとマレーシ
　Ibid.
　TelegramFromEmbassyinSingaporetotheDepartmentofState,３January１９６８, 
FRUS, １９６４-１９６８ , Vol.2６, pp. ６４2-６４5.
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アに対して向けられた『対抗政策』という戦争を遂行していた。フィリ
ピンは，マレーシア東部で，サバの領有権を主張していた。（東南アジ
アの）生活水準は低く経済発展は遅々として進まなかった。我々東南ア
ジア諸国は，アメリカがベトナムで戦っていたからこそ，国内の問題へ
取り組んだのだ。１９７5年までに，我々は，共産主義に耐えられるように
なっていた。順調に繁栄しつつある ASEAN の経済市場は，ベトナム戦
争の時代に育まれたのだ。」（括弧内は筆者）と。
　また，次のようにも述べている。「ASEAN は１９６７年という大いに不
確かな時代にこの地域に形成された。（中略）ベトナム戦争はカンボジ
アに拡大しつつあり，東南アジアは，共産主義者の反乱に巻き込まれて
いた。私は，この組織の崇高な理念に大きな期待を寄せなかった。表に
はされなかったが，我々の目標は，来るべきイギリスの撤退によって，
そして後にはアメリカの撤退も予見し得ていたので，（それらによって
生じ得る）力の真空に対して一体となって強さを獲得することにあった。
（中略）シンガポールは，（ASEAN で）地域の安定と安全を高めるために，
域内諸国の理解と支援を模索した。」（括弧内は筆者）と。
　ベトナム戦争は，リー・クアンユーが上記の引用文で語るように，少
なくとも政治指導者のレベルで，その後の東南アジア諸国の行方に決定
的な影響を与えていた。前者の引用のように，ベトナム戦争に直面した
非共産主義東南アジア諸国は，経済発展に特に力を入れ，共産主義が人々
の間に拡大しない環境をつくることに努力した。同時にそれらは，余計
な対立ゆえに軍事費に資源をつぎ込まざるを得ない状況を改善する必要
に迫られた。そして，その改善を促すのが ASEAN であった。
　また後者の引用文のように，ベトナム戦争に際し，当時の指導者た
　Lee（2０００）op.cit.,p.４６７.
　Ibid,p.３2９.
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ちは大国の撤退がもはや遠い将来の話ではないことを予見していた。
ASEAN は，撤退によって生じる力の真空を埋めるべく設立されたので
あった。それは，設立からしばらくは対外的に有効な取り組みができな
かった。だが，地域として自立し，地域がその問題を話し合って意思疎
通を促す場は，この時整えられたのであった。
第３節：インドネシアの政変と ASEAN の設立
第１項：「九月三十日事件」
　インドネシアの政変は，イギリスとアメリカがイギリスの国防政策の
見直し及び東南アジアの防衛問題を協議していた，１９６5年から１９６６年に
かけて起きた。スカルノ体制下のインドネシアは，マレーシアとシンガ
ポールに対し「対決政策」を実施し，また両国を防衛するイギリス軍と
対立状態にあった。しかし，インドネシアの政治状況は，１９６5年１０月１
日未明の「九月三十日事件」（以下，「事件」と表記）を境に急変した。
　インドネシアの政変は，インドネシア国内の権力構造と対外政策にお
いて，二つの意味を持つ。国内的には，それは，スカルノ大統領の失脚
であった。スカルノは，「事件」を境に権力を喪失し，１９６６年３月，ス
ハルト将軍（Soeharto）に大統領権限を委譲した。そしてスハルトは，
政変の対外的側面として，スカルノの孤立主義的かつ敵対的な対外政策
を改め，国際協調と善隣外交の姿勢を示した。そして彼は，インドネシ
ア経済の復興のために西側諸国からの経済援助を模索し始めた。
　インドネシアの政策転換の契機となった「事件」とは，大統領親衛隊
長が引き起こした「予防的クーデター」であった。１９６5年１０月１日未明，
同隊長は，軍高官６名を殺害し，彼らによるクーデターを「予防」した。
殺害された高官らが本当にクーデターを計画していたか否かは定かでな
い。あくまでも同隊長がクーデターの疑いを高官らに対して抱いただけ
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である。同隊長は，高官らを殺害した後に国の重要施設を占拠した。し
かし，同隊長らは，陸軍主流派であり高官らに代わって陸軍の指揮権を
掌握したスハルトによって，直ちに排除された。軍部は，同隊長によっ
て引き起こされた「事件」の黒幕をインドネシア共産党と断定し，イン
ドネシア共産党及びそのシンパとみなされた者に対して徹底的な弾圧を
加えた。
　スカルノは，同時に，当時国内で勢力を拡大しつつあった軍部に対抗
しようと共産党を支持しており急速に力を失った。あるアメリカ政府高
官は，スハルトが「事件」以降に共産主義勢力を徹底的に弾圧した背景
について，北ベトナムという重大な脅威がなければ，スハルトもそういっ
た行動には出なかったであろうという見解を示している。当時のイン
ドネシアでは，カリスマであったが独自の支持基盤を持たないスカルノ
が軍部と共産党の均衡の上に国家を維持していた。ところが，当時の東
南アジアにおいて，北ベトナムにおける共産主義勢力の活発化は，各国
に共産党の台頭や反乱を予想させた。特に，１９６０年代，中国とソ連に次
ぐ規模を誇っていたインドネシア共産党が武力闘争によらず平和裏にイ
ンドネシアに政権を樹立するのは時間の問題と考えられていた。イン
ドネシア軍人であったスハルトが，共産党の勢力拡大と軍部の弾圧を恐
れたとしても想像にたやすい。「事件」は植民地独立闘争後の国家の主
導権をめぐる闘いの延長線上に捉えるべきであり，それは国内の権力闘
争であった。
　MemorandumFrom thePresident’sSpecialAssistant toPresident Johnson, 2１
February１９６７, FRUS １９６４-１９６８ , Vol. 2６, pp. ４９０-４９2.
　山﨑功（2００2）「インドネシア　未完の民族革命　―独立宣言からスカルノ
末期まで」『岩波講座　東南アジア史　第８巻　国民国家形成の時代』岩波書
店１０８ 頁。
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第２項：アメリカの対東南アジア政策
　ところで，アメリカは，「事件」に関与していたのであろうか。「九月
三十日事件」は，アメリカの陰謀によって引き起こされたという説が根
強い。確かに，インドネシア共産党を弾圧する軍部とそれを支援する
アメリカという構図は，アメリカが一連の事態の黒幕であるというイ
メージを想起させる。しかし，それは，否定されるべきであろう。なぜ
ならば，アメリカは，事件直後の１９６5年１０月１３日の時点で，インドネ
シア国内の勢力構造を完全には把握できていなかったからだ。１９６5年
１１月４日，「スハルトは，命令を発し自身で戦略を立て，そしてスカル
ノに直接会える」人物であるとし，スハルトに権力があると断定した。
すなわち，アメリカは，事件が発生するまでこのように情勢に疎かった。
ゆえにアメリカは，インドネシアの政変にまったく無関係であったと解
される。
　先に述べたように，スハルトは，国際的に孤立した自国の経済を立て
直すために，西側からの援助を得ようと国際協調路線をとった。加えて，
「事件」の首謀者をインドネシア共産党と断定し，その関係者も含めた
大弾圧を開始した。他方で，アメリカは，「事件」が起こった後に事態
を把握し，この機会を利用し始めた。それは，先に述べたように，アメ
リカがベトナム戦争を支援させようと望んでいたイギリスが，インドネ
シアと紛争状態にあったからだ。アメリカは，インドネシアに政策転換
を迫り，以てイギリスをベトナムに向かわせようとした。
　最近，「九月三十日事件」を解明しようとする著書が出版された。千野鏡
子（2０１３）『インドネシア９・３０ クーデターの謎を解く　スカルノ，スハルト，
CIA，毛沢東の影』草思社。
　TelegramFromtheDepartmentofStatetotheEmbassyinIndonesia,１３October
１９６5,FRUS１９６４-１９６８,Vol.2６,pp.３2０-３2１.
　TelegramFromtheEmbassyinIndonesiatotheDepartmentofState,４November
１９６5,FRUS１９６４-１９６８,Vol.2６,pp.３5３-３5６.
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　１９６5年１2月１３日，アメリカ国務省は，駐インドネシア大使グリーン
（Marshall Green）に対し，「コメの緊急援助は，インドネシアのベトナ
ム政策，『対決政策』，そしてアメリカ石油財産のインドネシアによる国
有化という，より広範な政治問題と切り離されるべきではない」と勧
告した。つまりアメリカは，インドネシアが食糧援助を求める一方で，
食料援助をきっかけに，インドネシアに対して政策の転換を迫ったので
ある。
　アメリカとイギリスは，シマダによれば，インドネシアの政変という
機会を，インドネシアを国際社会に復帰させる好機ととらえて，間接的
な援助を開始した。１９６６年４月１８日，アメリカは，インドネシアに対
して食糧緊急援助を行った。そして４月25日，イギリスのスチュワート
外相は，イギリスがインドネシアに対する敵対行動を止め，それについ
て両国が接近している最中だと述べた。またイギリスは，インドネシ
アがマレーシアへの侵攻を止めることを条件に，１００万ポンドの経済支
援も提案した。
　また，１９６６年３月１７日，国務省から駐インドネシア大使館に電文が送
られた。それは，アメリカがインドネシア政府を援助する用意があるが，
もしインドネシア政府がアメリカを最大の敵として非難したり，軍事的
な対決を続けたり，そしてアメリカの石油資産を押収し続ける場合には，
アメリカはインドネシアを援助することができないと伝えている。つ
　MemorandumFrom theDirectorof theFarEastRegion to theDeputyAssistant
SecretaryofDefense for InternationalSecurityAffairs,１３December１９６5,FRUS
１９６４-１９６８,Vol.2６,pp.３８３-３８４.
　Shimada（2０１０）op.cit.,p.１2９.
　Ibid,p.１2９.
　Ibid,pp.１2９-１３０.
　TelegramFrom theDepartmentofState to theEmbassy inIndonesia,１７March
１９６６,FRUS１９６４-１９６８,Vol.2６,pp.４22-４2４.
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まり援助は開始されたが，それは完全な信用の下で行われたものではな
かった。アメリカは，インドネシアの政策が変更されなければ，援助を
停止するつもりであった。しかし，インドネシアの政策転換は，かつて
のように敵対的なものとなることはなかった。
　１９６７年３月１日，マクナマラ国防長官は，ジョンソン大統領に対し，「私
は，ここ数年来の軍事援助計画が，インドネシア軍を反共主義と親米志
向に変更させることに大いに貢献し，軍のインドネシア共産党に対する
（弾圧的）行動を促していると考えます」（括弧内は筆者）と述べている。
　すなわち，これらの文章は，アメリカが国際連合から脱退し国際的な
孤立を深めていたインドネシアに対し，援助を条件に敵対的な政策を見
直すように迫ったものと解される。アメリカは，イギリスが撤退をほの
めかす中で，インドネシアに対し政策転換を迫っていた。これは，疑い
ようもなく，前節でスチュワート英外相がアメリカに要求した外交的支
援と理解できる。
　インドネシアの政策転換は，アメリカの意図とは逆に，インドネシア
に対してマレーシアとともに対抗していたイギリス軍が東南アジアから
撤退しやすい状況をもたらした。ジョンソンは，共産主義に対する一致
団結した対抗姿勢を見せるために，そしてアメリカが世界の問題に単独
で関与することをよしとしなかったために，イギリスに対してベトナ
ム戦争への参戦を望んでいた。ジョンソンは，ウィルソンへの書簡で
「目下の状況において，私は，あなたに私の深く個人的な確信を表さな
　MemorandumFromSecretaryofDefenseMcNamara toPresidentJohnson, １
March１９６７,FRUS１９６４-１９６８,Vol.2６,pp.４９３-４９5.
　MemorandumofConversation, １４May １９６5,FRUS１９６４-１９６８ ,Vol. １2,pp.
４８８-４８９.
　MessagefromPresidentJohnsontoMr.Wilsonrequestingassistance.Minuteby
Mr.StewarttoMr.Wilson,2６July１９６5,FO３７１/１８０5４2,nos１８０&１８１,BDEEP,
A-5-１,No.９６.
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ければなりません。それは，ベトナムにおける平和の可能性は，合衆国
による不可欠な努力が，目的と関心を共有する他の国々によって支援さ
れかつ共有されることで，大いに増進するという確信です」と。アメ
リカは，イギリスの負担を軽減しようと，インドネシアに「対決政策」
を改めさせようとした。しかし皮肉にも，イギリスの国防政策の見直し
は，撤退しやすい環境となったことで加速したのであった。
第３項：１９７０年代へ
　アメリカの政権は，ニクソン政権へ移行した。１９６９年７月，ニクソン
大統領は，ベトナム戦争のベトナム化と米軍の東南アジア大陸部からの
撤退というグアム・ドクトリンを発表した。さらに同政権は１９７１年の夏
に中国と国交を回復した。そして新政権になってもアメリカの対東南ア
ジア政策に変更はなかった。アメリカは，どの国がイギリスの役割を肩
代わりするかという点に関心を持っていたが，それをアメリカが行うつ
もりはまったくなかった。
　１９７０年代以降，ASEAN は，以上の新しい国際環境への対応として，
地域機構としての取り組みを強化していった。１９７１年にはクアラルン
プル宣言が出され，１９７2年からはポスト・ベトナム戦争に対する取り
組みがなされていった。１９７2年の ASEAN 外相会議でのリー・クアン
ユーの発言は，ASEAN への意気込みを表している。すなわち，「ASEAN
五カ国が自国自身を強化しようと望んでいることは確かなことである。
ASEAN は強力な地域機構として発展し，将来我々に影響を与える変化
に十分に直面できる力を持つようにならなければならない。（中略）東
　Ibid.
　TelegramFrom theEmbassy in Indonesia to theDepartmentofState, 2９ July
１９６９,FRUS１９６９-１９７６,Vol.2０,pp.5７６-5７９.
　山影前掲書（１９９１）１5４ 頁。
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南アジアは自分自身の足で歩くことを求められている。（中略）我々が
（大国の撤退で生じた）真空を埋める立場にあると確信する。（中略）
東南アジアにおいて地域主義がまったくの現実となったことは確かだ」
（括弧内は筆者）と。
　こうした発言は，１９７2年になされたとしても，まったく新しくない。
このようなアジアの自立的発展をうたう発言は，１９６5年のアジア社会主
義政治指導者会議で表明されているし，前節で引用したように，ベトナ
ム戦争の間にもこうした考えを持っていたからである。むしろこうした
理念は，シマダによれば，ASEAN 設立以前から当事者が共有していた
ものであった。ゆえに，評価すべきは，一般的に ASEAN の発展が始
まると解されている１９７０年代の発言と，１９６０年代半ばの連続性であろう。
ASEAN は，当初脆弱な地域機構として認識されていたが，実際のところ，
設立当初からその発展の萌芽を持っていた。ASEAN は，１９６０年代後半
に東南アジアに生じた真空を埋めた組織であり，その後も発展を続けて
いった。そしてそれは，今や国際政治の重要なアクターへと発展を遂げ
たのである。
おわりに
　スハルト体制下のインドネシアは，マレーシアに対する「対決政策」
を停止した。バンコクで平和条約が調印されたのは，１９６６年６月２日の
ことである。アメリカのインドネシアに対する政策は，イギリスに対し
ては功を奏さなかった。しかし，これは，東南アジアの平和へのきっか
けとなった。インドネシアが政策を国際協調路線に転向して以降，他の
　アダム・マリク著（尾村敬二訳）（１９８１）『共和国に仕える　―インドネシア
副大統領アダム・マリク回想録』秀英書房2７１ 頁。
　Shimada（2０１０）op.cit.
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東南アジア諸国がインドネシアを新しい域内協力の枠組みに加えようと
する一方で，逆にインドネシアも，潜在的な地域大国として，自らそ
うした域内協力に加わろうとした。そうした動きは，１９６６年から１９６７
年にかけての東南アジアにおいて活発化していった。インドネシアと
東南アジア連合（ASA）の三国が接触したのは，１９６６年８月のことで
ある。同月，タイ外相のタナット（ThanatKhoman）とインドネシア
外相のマリク（AdamMalik）が会談して共同宣言が出された。ここか
ら新しい域内協力の枠組みの原案が準備されていった。そして ASEAN
の見解では「わずか数カ月で，すべてのものが準備されていった」の
であった。リー・クアンユーは，１９６７年５月，イギリスのヒーリーか
ら私的に，ASEAN 設立についての動きを伝えられた 。シンガポール
が ASEAN 加盟を打診したのは，１９６７年７月のことである 。この時期
は，イギリス軍の撤退が本格化していった時期と重なっている。最終的
に ASEAN は，１９６７年８月８日，タイでバンコク宣言が出され設立された。
　シンガポールの ASEAN への接近目的は，自国の安全保障を達成する
ことにあった。シンガポールは，単独の独立国家として発展するために
外資の誘致による経済発展を計画した。そのためには，シンガポールの
周辺環境の安定が不可欠であった。ASEAN のような域内和解と域内協
力の枠組みは，シンガポールにとって望ましいものであった。タナット
　井原前掲論文（2０１１）１１5-１2８ 頁。
　山影前掲書（１９９１）９６ 頁及びShimada（2０１０）op.cit.,p.１３９。
　同上９４-９６ 頁。
　東南アジア連合は，ASEANに先行して１９６１ 年に設立され，タイ，マレーシ
ア，フィリピンで構成された域内協力を目指した地域機構である。「対決政策」
により機能不全に陥っていた。
　TheFoundingofASEAN,３rdparagraph.
　MichaelLeifer（2０００）Singapore’sForeignPolicyCopingwithvulnerability,
Routledge,p.5８.
　山影前掲書（１９９１）９６ 頁。
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によれば，もともと新しい組織（＝ ASEAN）は，ASA三国とインドネ
シアで構成するつもりであったが，シンガポールの加盟要求は，好意的
に考慮されたのだという 。それは，井原によれば，他の四カ国が，シ
ンガポールの加盟によって，ASEAN が反共親西側の組織ではないこと，
そして華人を敵視していないことを示すためのものであった 。何れに
せよ，“五つの原加盟国で設立された ASEAN”は，シンガポールの加
盟で十全なものとなった。そしてそれが可能となった背景には，シンガ
ポールが英米両国から安全保障を得られないという事情があった。
　加えて，ASEAN 設立の最大の契機となったインドネシアの政策転換
は，他ならぬ英米の国際戦略によって加速された。第二次世界大戦の終
結以降，イギリスとアメリカは，世界中で手分けをして西側世界の防衛
を担っていた。しかし，第二次世界大戦終結以来の経済難を抱えたイギ
リスは，イギリス軍のグローバルな展開に耐えられなくなった。他方で
アメリカは，東南アジアを主にイギリスが地域秩序の維持に責任をもつ
べき地域と考えており，イギリス軍の展開が縮小することに当惑した。
ゆえにアメリカは，イギリスが当時最も負担と考えていたインドネシア
の「対決政策」を改めさせようと画策した。同時にアメリカは，イギリ
スの負担を軽減して東南アジアに留まらせ，ベトナム戦争に参戦しても
らおうと考えていた。
　しかし，事態は，アメリカの思わぬ方向へと進んだ。第一に，イギリスは，
「対決政策」という重荷が解消された途端に東南アジアからの撤退を加
速させた。イギリスは，アメリカがどのように思おうと，ベトナム戦争
を戦うつもりなどなかった。そして第二に，インドネシアの政策転換は，
東南アジアに新しい域内協力の可能性を広げた。何より第三に，イギリ
　TheFoundingofASEAN,３rdparagraph.なおタナットは，山影進の指摘によ
れば，シンガポールの参加に消極的であったマレーシアを説得した。
　井原前傾論文（2０１１）１2３ 頁。
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ス軍の撤退と東南アジア諸国の融和は，安全保障の拠り所を求めるシン
ガポールが ASEAN へ接近する契機となった。シンガポールは，イギリ
ス軍の撤退と東南アジア内の融和が同時に起きたからこそ ASEAN へと
強く引き付けられたのだ。
　このように ASEAN の設立過程は，英米両国の東南アジアからの撤退
及び対東南アジア政策から影響を受けていた。つまりそれは，インドネ
シアの政策転換を通じ，この地域の安定を望む域外大国から影響を受け
ていた。域内の事情ばかりに注目すると，一見この時代に，東南アジア
諸国が地域の自立を強く望み，以て ASEAN が設立されたというイメー
ジが強くなる。こうしたイメージは，今後 ASEAN が ASEAN 共同体の
設立を実現し，延いてはそれが半ば自動的に東アジア共同体へつながる
ことを予感させる。しかし，実際のところ，設立の最大の契機となった
インドネシアの善隣外交への転向及び域内協調への接近は，域外から加
速されたものであった。ASEAN の設立は，必ずしも地域自立的に行わ
れたものではない。ASEAN の設立は，域外大国からの影響が大きく働
いたことに，域内諸国が期を見計らって的確に反応した結果と解釈され
ねばなるまい。
　但し，こうした主張は，本稿の目的に即して考察すれば，ASEAN が
域外従属的であるというものではない。むしろ筆者の議論は，「自立
性」の意味を問い直すものである。つまり，繰り返すが，ASEAN の自
立性とは，域内諸国が地域の自立を強く望んだ結果として ASEAN が今
日のような段階へ至ったというものではなく，むしろ域外大国からの
影響が大きく働いたことに域内諸国が期を見計らって反応した結果な
のであった。ここには ASEAN が持つ強かさが内包されている。それは，
ASEAN が外的な負の要因に曝されても，容易には揺るぎ得ないという
強かな自立性である。日中米の三勢力が東南アジアへの関心を拡大さ
せる今日，ASEAN 諸国は，新たな「域外環境の変動」に曝されている。
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だが，ASEAN の一体性は，本稿の分析によれば，外部の勢力によって
切り崩されるものでは決してないのではなかろうか。
　なお本稿は，山形大学大学院社会文化システム研究科での筆者の研究
をもとにして執筆されている。研究及び修士論文の執筆を指導してくだ
さった先生方に対し，記して感謝の念を表したい。
（2０１４年３月2０日脱稿）
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